
以降、三重県産廃条例に基づく説明義務に関する参考資料
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元請業者の責務等の追加｜改正の概要（１）

条例改正時に作成した解体工事の「元請業者向け」チラシ 36



元請業者の責務等の追加｜改正の概要（２）

令和２年10月１日に施
行されています。
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元請業者の責務等の追加｜改正の概要（３）
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元請業者の責務等の追加｜改正の概要（４）

39



元請業者の責務等の追加｜改正の概要（５）

１ 解体工事の元請業者の義務（新規）

（１）解体工事に伴う産業廃棄物に係る説明等（改正条例第13条第１項～第３項）

解体工事の元請業者に対して、当該解体工事に伴い生じる産業廃棄物の処理に関する事項
を発注者に書面で説明及び報告をすること及び交付した書面の写しを保存すること（５年間）を
義務付け

（２）対象となる解体工事

解体工事のうち、建設リサイクル法第９条第１項に規定する対象建設工事（建物の解体：
延床面積80ｍ２以上、工作物の解体：請負金額500万円以上）

※上記規模未満の解体工事については努力義務

（３）発注者への説明内容等

＜工事開始前＞
方法：解体工事に伴い生じる産業廃棄物の種類ごとの「発生見込量」、「予定処分先」、

「予定処分方法」及び「処理費用」を記載した書面を交付し、説明を行う。
期日：工事を開始する日まで

＜工事完了後＞
方法：適正に処理した旨の書面を交付するとともに、「①産業廃棄物管理票（マニフェスト）

の写し」、「②電子マニフェスト」のいずれかを提示し、報告を行う。元請業者自らが処分を
行った場合は「③マニフェストと同等の内容が記載された書面」を交付し、報告を行う。

期日：①②の場合は、産業廃棄物管理票又は電子マニフェストにより最終処分が終了した旨の
報告を受けた日から15日以内。③の場合は、最終処分が完了した日から15日以内。 40



２ 勧告及び公表（新規、改正条例第14条）

元請業者が発注者に説明を行わなかった場合、虚偽の説明等をした場合、又は交付

した書面の写しを保存しなかった場合の勧告規定及び勧告を受けた者が正当な理由なく

引き続き条例の義務を果たさない場合の公表規定を設けた。

３ 発注者の役割（新規）

（１）適正処理の確認（改正条例第13条第４項）

解体工事の発注者に対して、元請業者から説明等を受けることにより当該解体

工事に伴い生じる産業廃棄物の適正な処理の確認に努めることとする規定を定めた。

（２）不適正な処理が行われた場合の措置（改正条例第13条第５項）

解体工事の発注者が、当該解体工事に伴い生じた産業廃棄物が適正に処理されて

いないことを知ったときは、元請業者に対し必要な措置の実施を請求するよう努める

とともに、その旨を速やかに県に通報するよう努めることとする規定を定めた。

元請業者の責務等の追加｜改正の概要（６）

４ 経過措置（改正条例附則第２項）

「解体工事に伴う産業廃棄物に係る説明等（第13条及び第14条）」の規定は、

改正条例の施行の日（令和２年10月１日）より前に締結された契約に係る解体工事

については適用されません。
41



元請業者の責務等の追加｜改正条例の内容（１）

（解体工事に伴う産業廃棄物に係る説明等）

第十三条 対象解体工事（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第二条第三項第一号

の解体工事であって、同法第九条第一項の対象建設工事であるものをいう。）の元請業者

（同法第二条第十項の元請業者をいう。）は、当該対象解体工事の発注者（同法第二条第十

項の発注者をいう。）に対し、規則で定めるところにより、当該対象解体工事を開始する日

までに、当該対象解体工事に伴い生じる産業廃棄物の処理に関する事項について、書面を交

付して説明するとともに、当該書面の写しを保存しなければならない。

２ 対象解体工事の元請業者は、当該対象解体工事に伴い生じた産業廃棄物の最終処分が終了

したときは、規則で定めるところにより、当該産業廃棄物を適正に処理した旨を当該対象解

体工事の発注者に書面を交付して報告するとともに、当該書面の写しを保存しなければなら

ない。

３ 対象解体工事以外の解体工事の元請業者は、前二項の規定に準じて、当該解体工事に伴い

生じる産業廃棄物の処理について、当該解体工事の発注者に書面を交付して説明し、又は報

告するよう努めるとともに、交付した書面の写しを保存するよう努めなければならない。

条例抜粋
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元請業者の責務等の追加｜改正条例の内容（２）

（解体工事に伴う産業廃棄物に係る説明等）

４ 解体工事の発注者は、前三項の規定による元請業者からの説明及び報告のあったときは、

当該解体工事に伴い生じる産業廃棄物の適正な処理の確認に努めなければならない。

５ 解体工事の発注者は、当該解体工事に伴い生じる産業廃棄物が適正に処理されていない

ことを知ったときは、当該解体工事の元請業者に対し必要な措置の実施を請求するよう

努めるとともに、速やかにその旨を知事に通報するよう努めるものとする。

条例抜粋

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に締結された契約に係る解体工事については、この条例による改正

後の三重県産業廃棄物の適正な処理の推進に関する条例第十三条及び第十四条の規定は、

適用しない。

附則抜粋

43



元請業者の責務等の追加｜フロー図（イメージ）

発
注
者

元請業者
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処分業者

元請業者

⑤工事の実施

処分業者

①解体工事依頼

②下請工事依頼

③処理委託

⑦マニフェスト(E票)

⑥マニフェスト交付

④工事開始前の説明

(処理の計画)

※適正処理

の確認

⑧工事完了後の報告

(適正処理した旨の報告)

※発注者が適正に処理されていないことを知ったときは、元請業者に対し必要な措置の実施を
請求するよう努めるとともに、その旨を速やかに知事に通報するよう努める。 44



元請業者の責務等の追加｜工事開始前の説明に係る参考様式

45



元請業者の責務等の追加｜工事開始前の説明に係る参考様式

様式はこちら ⇒
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元請業者の責務等の追加｜工事完了後の報告に係る参考様式
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元請業者の責務等の追加｜工事完了後の報告に係る参考様式
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